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年
６
月
９
日
に
「
骨
太
方
針

２
０
１
７
」
が
閣
議
決
定
さ

れ
た
。
財
政
再
建
の
目
標
に

つ
い
て
、「
２
０
２
０
年
度
ま
で
に
基
礎

的
財
政
収
支
（
Ｐ
Ｂ
）
を
黒
字
化
し
、

同
時
に
債
務
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
〈
国
内

総
生
産
〉
比
）
の
安
定
的
な
引
き
下
げ

を
目
指
す
」
と
あ
る
。

　

従
来
の
「
そ
の
後
の
」
が
今
回
は

「
同
時
に
」
に
修
正
さ
れ
た
。
債
務
残

高
の
引
き
下
げ
は
難
し
い
イ
メ
ー
ジ
が

あ
り
、
財
政
再
建
に
よ
り
踏
み
込
ん
だ

印
象
を
与
え
る
か
も
し
れ
な
い
。
だ
が
、

そ
れ
で
は
甘
い
可
能
性
が
あ
る
。

　
債
務
残
高
は
、「
金
利＜

成
長
率
」
の

状
況
が
続
け
ば
、
Ｐ
Ｂ
が
赤
字
で
も
、

縮
小
す
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
だ
。
日

本
銀
行
が
量
的
・
質
的
金
融
緩
和
で
金

利
を
低
水
準
に
抑
制
し
て
い
る
状
況
で

は
、
借
金
に
よ
る
補
正
予
算
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ

を
押
し
上
げ
る
こ
と
は
難
し
く
な
い
。

　
も
っ
と
も
、
補
正
予
算
に
は
一
時
的

な
押
し
上
げ
効
果
し
か
な
く
、
債
務
残

高
は
借
金
分
だ
け
確
実
に
増
加
す
る
た

め
、
中
長
期
的
に
は
、
債
務
残
高
が
増

加
し
て
し
ま
う
可
能
性
が
高
い
。

　
債
務
残
高
の
目
標
が
重
視
さ
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
背
景
に
あ
る
の
は
、
そ
も

そ
も
の
目
標
で
あ
る
「
20
年
度
の
Ｐ
Ｂ

黒
字
化
」
の
達
成
が
難
し
い
状
況
に
な

っ
た
た
め
だ
。
内
閣
府
が
今
年
１
月
に

公
表
し
た
中
長
期
試
算
で
は
、
高
成
長

の
楽
観
的
な
ケ
ー
ス
で
、
消
費
税
率
を

10
％
に
引
き
上
げ
て
も
、
約
８
・
３
兆

円
の
赤
字
と
な
る
と
い
う
。

　
債
務
残
高
の
目
標
は
、
補
正
予
算
で

公
共
投
資
を
拡
大
し
た
い
政
治
グ
ル
ー

プ
や
、
総
理
の
意
向
を
「
忖
度
」
し
た

も
の
で
は
な
い
か
と
勘
繰
り
た
く
な
る
。

こ
の
目
標
を
重
視
す
れ
ば
、
Ｐ
Ｂ
赤
字

が
容
認
さ
れ
、
毎
年
の
予
算
編
成
で
財

政
規
律
が
低
下
す
る
恐
れ
も
あ
る
。

　
ド
ー
マ
ー
の
命
題
を
利
用
し
て
、
25

年
度
の
財
政
を
試
算
す
る
と
、
楽
観
的

な
ケ
ー
ス
で
も
財
政
赤
字
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
）
は
３
・
６
％
に
拡
大
す
る
。
そ
の

と
き
の
債
務
残
高
は
、
名
目
成
長
率
を

１
％
と
し
て
も
３
６
０
％
に
収
束
す
る
。

１
９
９
５
年
度
か
ら
15
年
度
ま
で
の
名

目
成
長
率
の
平
均
で
あ
る
０
・
29
％
を

ド
ー
マ
ー
の
命
題
に
当
て
は
め
れ
ば
、

25
年
度
の
債
務
残
高
は
１
２
４
１
％
に

膨
ら
む
。
財
政
が
持
続
不
可
能
な
の
は

明
ら
か
で
あ
る
。

　
日
本
銀
行
の
出
口
政
策
に
つ
い
て
の

議
論
が
始
ま
り
つ
つ
あ
る
今
、
金
利
が

上
昇
局
面
に
向
か
う
前
に
、
財
政
・
社

会
保
障
の
抜
本
改
革
を
進
め
る
べ
き
だ
。

Data

PB赤字の容認も
債務残高の引き下げ
目標に潜むリスク

数
語

字

る

は
法政大学教授

小黒一正

　

名目成長率を1％とし、ドーマーの命題を用いて試算

2025年度の債務残高（対GDP比）

360%
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